
38 海外技術協力促進検討事業

＜対策のポイント＞
アジア・アフリカの開発途上国において、それぞれの国・地域の課題解決に貢献するため、我が国のかんがい排水分野を中心とする先進技術を活用し、農業農
村開発を通じた課題解決及び我が国民間企業の海外展開を促進します。

＜事業目標＞
アジア・アフリカ地域における持続的な食料システムのモデル展開（３件以上［令和10年度まで］）

＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

１．グローバルサウスの農業水利施設維持管理手法構築支援 21(ー)百万円
南アジアの後発途上国において、主要産業である農業の継続・発展には、老朽化し
た農業水利施設の中⾧期的かつ効率的な維持管理が必要不可欠であるため、我が
国のストックマネジメントに係る知見・技術を活用し、現地に適した農業水利施設の維
持管理手法の構築を支援します。

２．アフリカ等における本邦企業の展開拠点ほ場整備の支援 34(34)百万円
農業関連の本邦企業のアフリカ等への進出を支援するため、我が国の優れた農業
技術を現地で実演する展示ほ場を農業基盤整備により造成します。

３．アフリカにおける持続可能な食料生産システム構築支援 35(ー)百万円
アフリカにおける①CARDの米生産量倍増目標（2019年～2030年）の達成、
②小規模農家の所得向上に資する市場志向型農業導入のための畑地かんがい技
術の開発を支援します。また、③農業分野における気候変動への適応力向上のため、
我が国のかんがいに関する知見を活用した現地適用技術の開発・普及、小規模かん
がい施設の開発、効率的な水利用の推進、水利組合の運営強化等を支援します。

［お問い合わせ先］農村振興局設計課海外土地改良技術室（03-3595-6339）

【令和７年度予算概算決定額 90（93）百万円】

国 民間団体等
定額

＜事業の流れ＞

事業実施期間:１、３の事業 令和７年度～令和10年度
２の事業 令和４年度～令和７年度

アフリカにおける持続可能な食料生産システム構築支援

アフリカ等における本邦企業の展開拠点ほ場整備の支援

水田の排水改良 市場ニーズに応じた
作付作物の導入

＜課題＞
欧州や中国・韓国と比べて、
本邦企業のアフリカ等への進
出は出遅れている状況
→我が国の優れた技術を
現地で実演し、展開促進 展示ほ場の設置 技術の実証・展示

農業農村開発技術
(かんがい排水技術等）

農業機械
農薬・肥料

加工・流通設備等

農業技術・資材
の売り込み

グローバルサウスの農業水利施設維持管理手法構築支援

＜課題＞
農業水利施設の維持
管理不足による施設の
劣化
→適切な維持管理
手法の構築が必要

＜課題＞
・農業基盤の未整備や非効
率な水利用により、米の作
付け面積拡大を阻害
・市場の志向を意識しない収
益性の低い農業生産
・水源不足による干ばつ被害

農業水利施設の劣化

維持管理手法の構築

点検

調査

補修

⾧期的な利用

循環かんがいの開発



39 アジアモンスーン地域の農業農村開発を通じた気候変動対策推進事業

＜対策のポイント＞
熊本水イニシアティブに基づき、アジアモンスーン地域において、農業用用排水施設の整備や高度な運用等を通じて、農業農村開発分野における課題の解決
を図るとともに、気候変動適応策と緩和策を両立した「質の高いインフラ」の整備を行います。

＜事業目標＞
アジアモンスーン地域における持続的な食料システムのモデル展開（１件以上［令和８年度まで］）

＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

2022年４月に開催された第4回アジア・太平洋水サミットにおいて、岸田総理から

「熊本水イニシアティブ」が発表されました。

熊本水イニシアティブでは、農業農村開発分野においても、農業用用排水施設の整

備や、水田の雨水貯留機能の活用を通じた農村の湛水被害軽減による気候変動適

応策と、農業用用排水施設を活用した小水力発電やICT技術を活用した高度な栽

培管理を可能とする農業用水管理システムの導入を通じた温室効果ガスの抑制による

気候変動緩和策の両方を実現することとしています。

そのため、本事業では以下の取組を行います。

① アジアモンスーン地域の各国において実施されている農業農村開発関連の気候

変動対策を幅広に把握するとともに、緩和策及び適応策の新たな導入により相乗

効果が見込まれる地域及び手法について検討します。

② 上記の検討結果を活用し、現地実証調査を行うとともに、その効果について、ワー

クショップ等を開催することにより、アジアモンスーン地域の各国に共有し、同地域の

持続的な食料システムの構築に貢献します。

［お問い合わせ先］農村振興局設計課海外土地改良技術室（03-3595-6339）

【令和７年度予算概算決定額 25（25）百万円】

国 民間団体等
定額

＜事業の流れ＞
事業実施期間:令和５年度～令和８年度

アジアモンスーン地域に位置する国々において、気候変動に対する適応策と緩和
策を組み合わせた農業農村開発を展開。

落水口に流出量を抑制する桝等を設置し、
湛水被害リスクを低減

○気候変動緩和策
～間断かんがい手法の導入による温室
効果ガス排出削減～

農地を好気的な条件下におくことでメタン発生を抑制

ベトナム カンボジア ラオス

○気候変動適応策
～水田の雨水貯留機能の活用～

同じ事業対象エリアにおいて実施することにより、気候変動に対する適応策と
緩和策の両面で相乗効果を発揮させる。

案件例



40 国際林業協力事業

＜対策のポイント＞
我が国の民間企業等が途上国での森林プロジェクトに参入するために必要な環境の整備を図ることにより、民間事業者による森林の保全・再生の取組を促す

ことで、我が国の排出削減目標の達成及びパリ協定で掲げられた「カーボンニュートラル」の実現に貢献します。
＜政策目標＞
○ JCMの森林案件（REDD+、植林）の形成（２件［令和９年度まで］） （※JCM：二国間クレジット制度）
○ 民間企業等による途上国の森林づくり活動の事例において貢献度を表す指標を新たに活用（5件以上［令和８年度まで］）
○ 民間事業者が途上国での植林を通じカーボンクレジットを創出する上で有効な実施手法の開発・普及（５件以上［令和11年度まで］）

＜事業の全体像＞

【令和７年度予算概算決定額 83（85）百万円】

（目指すべき姿）
・民間事業者によりJCM森林案件が実施され、気候変
動緩和及び我が国の削減目標達成に貢献
（現状と課題）
・ JCM森林案件に対する民間事業者及びJCMパート
ナー国からの関心が高まる一方、COP等の議論をガイドラ
インに反映させつつ、新規合意や改訂に向けパートナー
国との協議を実施する必要。
・民間事業者のJCM森林分野に関する
制度面・技術面についての更なる理解
促進が必要。
（対策）
・国際的議論を踏まえてのガイドラインの
整備・改善、パートナー国との協議を進めるためのワーク
ショップの開催、JCM森林案件を検討する民間事業者へ
の助言や案件形成のための現地調査等を実施。

途上国森林プロジェクト連携推進事業

我が国の排出削減目標達成、パ リ協定の 「 カー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 」 の実現に貢献

（目指すべき姿）
・民間事業者が植林を通じてカーボンクレジット創出の
プロジェクトを適切かつ効果的・効率的に実施すること
が可能になり、途上国における森林再生を促進
（現状と課題）
・植林を通じたカーボンクレジット創出に民間事業者の
関心が集まる一方、森林の有する特性から、永続性
の確保やセーフガードなどに対応する必要。
すべ

（対策）
・民間事業者が植林により
カーボンクレジットを創出する際の
技術的課題を把握・整理するととも
に、実証調査等を通じ有効な実施
手法を検討・提示する。

途上国森林再生促進事業

民間事業者による森林の保全・再生の取組を促進

（目指すべき姿）
・途上国において民間企業等
による森林づくり活動が増加・
拡大し、森林減少の抑制に貢献
（現状と課題）
・民間企業等による森林づくり活動は、気候変動や社
会課題への貢献度合いを表す手法が確立しておらず、
また今後、民間企業等に対し生物多様性に配慮した
情報開示が求められていく中、知見が不足。
・途上国では、植林や森林経営のための資金や吸収
量・成長量等の基礎データが不足。
（対策）
・途上国での民間企業等による植林活動等の貢献の
可視化手法を開発・普及するとともに、生物多様性に
配慮した情報開示の手法を検討し先行事例を提示。

途上国森林づくり活動貢献可視化事業



［お問い合わせ先］林野庁計画課海外林業協力室（03-3591-8449）

40－１ 国際林業協力事業のうち
  途上国森林プロジェクト連携推進事業
＜対策のポイント＞
○ 我が国が推進する二国間クレジット制度（JCM）の森林分野（REDD+、植林）について、国際的な議論動向をガイドラインに適切に反映するとともに、
パートナー国の拡大に向けた二国間協議や、そのための官民ワークショップの開催、民間事業者に対する助言や現地調査の支援等を実施することで、民間事
業者によるJCM森林案件の実施を促進します。
＜事業目標＞
○ JCM森林案件の形成（２件［令和９年度まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．国際的な議論への参画及びJCM森林分野のガイドラインの整備                                                                   
○ パリ協定６条に係る各種会合に参画し、パリ協定の実施ルール等に我が国
の考えが適切に反映されるよう対応します。
○ パリ協定６条の実施ルールや国際的な議論の動向を踏まえ、JCM森林分野
のガイドラインの改訂を検討します。

２．JCM森林分野のパートナー国拡大及び民間事業者の支援                                                                   
○ JCM森林分野のパ―トナー国拡大に向けた二国間協議の実施や、相手国
の理解を促すための官民ワークショップの開催等を行います。

○ JCM森林案件を検討する民間事業者が提案書（方法論や事業計画等）
を適切に作成できるよう、民間事業者への助言や相談対応、説明会の開催等
を行います。 また新規案件の形成に向けた現地調査を実施します。

３．気候変動の議論や海外の森林案件の動向にかかる調査・情報収集                                                                   
○ １や２に資するため、気候変動枠組条約締約国会議（COP）等の国際的
議論や、森林プロジェクトの動向、JCM森林分野を取り巻く国内外の各種制度
等についての最新動向を調査・分析します。

＜事業の流れ＞
国 民間団体等

委託

【令和７年度予算概算決定額 28（ー）百万円】

（事業内容）
JCM森林分野の
ガイドラインの整備等

JCM森林分野のパートナー国拡大、
民間事業者の支援

○ パートナー国との協議実施、
官民ワークショップの開催

○ 案件検討中の民間事業者
への支援(助言、現地調査）

調査・
情報収集

○ 国際的な議論への対応やJCM森林案件の推進に資するため、
森林プロジェクトや国内外の各種制度の動向等を調査

○ パリ協定６条の実施に関する議
論（COP等）への参画

○ 国際的な動向を踏まえたガイド
ラインの改訂

（現状と課題）
・民間事業者及びJCMパートナー国から、JCM森林案件への関心の高まり。
・2021年以降のJCM森林案件を対象にした、パリ協定6条に沿った新ガイドラ
インについて、新規合意または改定に向けパートナー国との協議が必要。
・民間事業者のJCM森林分野に関する制度面・技術面での理解の促進。

民間事業者によりJCM森林案件が実施され、
気候変動緩和及び我が国の削減目標達成に貢献



［お問い合わせ先］林野庁計画課海外林業協力室（03-3591-8449）

 40－２ 国際林業協力事業のうち
 途上国森林づくり活動貢献可視化事業
＜対策のポイント＞
○ 途上国における民間企業等の森林づくり活動の貢献度を環境・社会面から可視化する手法を開発し、貢献度の可視化に役立つ普及ツールを構築するとと
もに、生物多様性に配慮した情報の開示等の手法の検討に取り組むことにより、ESG投資の呼び込みへつなげ、民間企業等の活動参入・規模拡大を促進す
ることで、途上国の森林減少・劣化の抑制に貢献します。
＜事業目標＞
○ 民間企業等による途上国の森林づくり活動の事例において貢献度を表す指標を新たに活用（5件以上［令和８年度まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．森林づくり活動の可視化手法の開発
① 民間企業等の森林づくり活動において貢献度を表す指標（炭素の吸収量や
生物多様性等）及び活動の貢献度を高める技術（将来推計や吸収量の向
上に資する植栽方法等）について情報を収集・整理し、それらを可視化する手
法を検討します。
② ①で整理した手法について、モデルケースとして途上国での民間企業等による
森林づくり活動の下で実証試験を行い、可視化の効果やコストの分析を行いま
す。また、生物多様性に配慮した情報の開示等に関する手法を検討し、森林づ
くりに取組む民間企業等が参照できる先行事例を提示します。
③ ②について、可視化の妥当性等を検証・審議するため、有識者による技術検
討委員会を開催します。

２．普及ツール等による情報発信
１で実施した実証試験の成果を踏まえ、
① 社会・環境への貢献可視化に役立つ普及ツール（情報集積サイト、ヘルプデ
スク）を構築します。

② 民間企業等や途上国政府関係者等に向けてセミナー等を開催します。

＜事業の流れ＞
国 民間団体等

定額

【令和７年度予算概算決定額 31（31）百万円】

途上国の森林減少を抑制し、
パリ協定の「カーボンニュートラル」に貢献。

（現状・課題）

（期待される効果）
・ESG投資を呼び込み、民間企業等による途上国での植林活動等が増加
・生物多様性に配慮した情報開示についての社会的要請
に対応
・途上国へ植林や炭素測定等の技術を展開

（事業内容）
・森林づくり活動の貢献度を表す指標等を作成し、可視化の手法を検討。
・吸収量等の指標の可視化を実証し、可視化による効果やコストを分析。
また生物多様性に配慮した情報の開示等に関する手法を検討。
・普及ツールを構築し、我が国の民間事業者や途上国等へ普及。

民間企業等
・植林等の森林づくり活動について、気
候変動等への貢献度を表す手法が
確立しておらず、活動の規模・案件
拡大の障壁。
・活動の可視化手法（炭素計測等）
の知見や経験が不足。

途上国
・資金不足により植林や森林の保全・
管理が困難。
・育苗や植林等の技術、
長期的な森林管理経
営のための生長量や吸
収量等の基礎データが不足。



［お問い合わせ先］林野庁計画課海外林業協力室（03-3591-8449）

 40－３ 国際林業協力事業のうち
 途上国森林再生促進事業
＜対策のポイント＞
○ 民間事業者が途上国での植林を通じ、カーボンクレジット創出を図るうえで、森林特有の技術的・社会的課題に対し、適切かつ効果的・効率的に実施する
ための手法を開発・提供することで、途上国における森林再生促進と気候変動対策に貢献します。
＜事業目標＞
○ 民間事業者が途上国での植林を通じカーボンクレジットを創出する上で有効な実施手法の開発・普及(５件以上［令和11年度まで］)

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．植林によるカーボンクレジット創出にかかる技術的課題の把握                                                                   
○ 途上国での植林プロジェクトを対象とする国際的なカーボンクレジット
スキームに関する要件や事例の把握・整理を行います。

○ 途上国において植林を通じたカーボンクレジット創出を実施/検討してい
る民間事業者からのヒアリング等により、プロジェクトを実施する際の課題を
抽出します。

２．効果的・効率的な植林プロジェクト実施手法の開発                                                                   
○ １で特定した課題に対して、想定される実施手法やそれに要するコスト
等を調査/試算し、民間事業者が途上国での植林を通じてカーボンク
レジットを創出するうえで有効な手法を検討します。

○ 検討した手法に対し、現地実証等を行い、技術的側面からの検証を
行います。

３．検討成果についての情報発信・普及                                                                  
○ １、２で収集・整理した情報や開発した手法について、ウェブサイトを
作成し公表すると共に、セミナー開催等を通じて、成果の普及や理解醸
成を図ります。

＜事業の流れ＞
国 民間団体等

定額

【令和７年度予算概算決定額 24（ー）百万円】

技術的課題の把握・整理

民間事業者が適切かつ効果的・効率的にプロジェクトを
実施することが可能になり、途上国における森林再生を促進

ウェブサイトやセミナー等による情報発信

実証調査

カーボンクレジット
スキームの調査

〇 効果的・効率的な手法を検討

〇 コスト等を試算

想定される課題
・候補地抽出
・植林実施（樹種の選定、

苗木の調達・管理等）
・炭素量計測
・クレジットの永続性確保
・セーフガード

民間事業者からの
聞き取り

現状と課題
・ 森林によるカーボンクレジット創出への民間の関心の高まり
・ 一方で、クレジット創出に際して森林特有の課題（永続性の確保やセーフガード対応等）
が存在
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＜対策のポイント＞
相⼿国のニーズに応じたきめ細かい漁業協⼒を積極的かつ迅速に実施することにより、我が国の漁船の海外漁場における操業を確保します。

＜政策⽬標＞
海外漁場における我が国の漁船の漁業活動の維持
（海外漁場で操業する海外まき網漁業の漁船数（許可隻数）の維持 30隻［令和６年度］→30隻［令和10年度］）

＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

①．⽔産開発調査事業
太平洋島嶼国など⽔産外交上重要な国において、⽔産分野における⺠間投資促

進や産業育成につながる漁業協⼒を⾏うために必要な基礎情報収集、個別課題の抽
出等を実施します。
②．⽔産物持続的利⽤推進⽀援事業
①で得られた情報等を踏まえ、太平洋島嶼国など⽔産外交上重要な国において、

「漁村の拠点整備」、「海洋環境保全の取組」など、産業育成やコミュニティの強靭性・
福祉向上に資する総合的な取組に対する技術的助⾔及び協⼒案件形成の提案を実
施します。

海外漁業協⼒強化推進事業
我が国と⼊漁等の関係がある沿岸国の要請に応え、研修を通じた漁船員や⽔産⾏

政官・研究者等の⼈材育成、⽇本⼈専⾨家による⽔産業の開発・振興のための技術
普及及び製氷機・冷凍機・発電機等の⽔産関連施設の機能の回復等に関する⽀援
を⾏います。
太平洋島嶼国持続的漁業推進緊急⽀援事業
我が国と⼊漁協定を締結している太平洋島嶼国のニーズを踏まえ、漁具や船外機、

製氷機、漁獲物運搬⽤のトラック等の⽔産関係の資機材等を供与するとともに、当該
漁業施設等の適切な使⽤・維持管理等に関する技術指導を実施します。

［お問い合わせ先］⽔産庁国際課（03-6744-2366）

【令和７年度予算概算決定額 565（625）百万円】
(令和６年度補正予算額（太平洋島嶼国持続的漁業推進緊急⽀援事業） 120百万円)

＜事業の流れ＞

太平洋島嶼国において、
⼤規模な援助と経済進出
により中国の存在感が急速
に増⼤、これに対抗し他国
の島嶼国⽀援も増⼤

海洋安全保障や⾷料安全
保障の観点から、太平洋
島嶼国との関係強化が
喫緊の課題

これまでは⽔産ODA等が評価され、
他の漁業国より⽐較的有利な条件
で島嶼国に⼊漁

⽔産分野

⼊漁料の⾼騰、現地化や現地投資、
操業管理の⾼度化等への対応など、
他の漁業国との競争が激化

【第10回太平洋・島サミット（PALM10）⾸脳宣⾔のポイント】
 ⾸脳は漁業部⾨などの地場産業の育成を通じた地域協⼒及び統合へのコミッ
トメントを歓迎

 共同⾏動計画（附属⽂書）︓PALMパートナーは、海外漁業協⼒財団
（OFCF）及びJICAのプロジェクトを通じて、漁船の供給、漁業施設の復旧・
維持管理、地元漁業、観光等の関連セクターへの⽀援を含む、太平洋におけ
る持続可能な⽔産業の発展における協⼒をそのニーズに基づき更に強化する。

太平洋島嶼国において資機材等の供与に関する協⼒を強化する等、ニーズに応
じた漁業協⼒により、太平洋島嶼国等との協⼒関係を強化国 補助（定額）

委託、補助（1/2以内）
⺠間団体等

⺠間団体等

（Aの①、Aの②の事業）

（Bの事業）

A︓ニーズ発掘・案件形成

B︓具体的取組⽀援
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